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(証券コード3708)
平成30年６月５日

株 主 各 位
静 岡 県 島 田 市 向 島 町 ４ ３ ７ ９ 番 地

代表取締役社長 松 田 裕 司
第11回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平
成３０年６月２６日（火曜日）午後５時４０分までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 静岡県静岡市葵区黒金町１番地の９

静岡音楽館ＡＯＩ　７階講堂
（詳細は末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

本年より、株主総会当日にご出席の株主様へのお土産はとりやめさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第11期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第11期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

以　上

－ 1 －

株主各位
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◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますよう
お願い申しあげます。

◎　次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（https://www.tt-paper.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載
しておりません。
①業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
②連結株主資本等変動計算書
③連結計算書類の連結注記表
④株主資本等変動計算書
⑤計算書類の個別注記表
なお、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした
書類は、本招集ご通知提供書面に記載の各書類のほか、当社ウェブサイトに掲載している各書類
となります。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（https://www.tt-paper.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に安定した配当を継続して実施することを、経営の基本に据えております。
併せて、大きな変革が進む当業界にあって、企業価値をより一層高めるために、将来の事業展開に
備えた内部留保も重要課題と位置付け、バランスの取れた利益配分を志向してまいります。
　当期の期末配当は以下のとおりといたしたいと存じます。これにより中間配当金を含めた当期の
年間配当金は１株につき50円となります。

（１）配当財産の種類
金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金25円　総額346,764,875円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月28日

－ 3 －

剰余金処分議案



2018/05/25 22:35:23 / 17369105_特種東海製紙株式会社_招集通知（Ｃ）

第２号議案　取締役10名選任の件
　取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名の選任をお
願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

１

まつ
松

だ
田

ゆう
裕

じ
司

(昭和37年６月10日)

昭和60年 3月 特種製紙㈱入社

1,946株

平成18年 3月 同　理事営業本部副本部長兼営業企画部長
特種紙商事㈱（現㈱ＴＴトレーディング）
代表取締役社長

平成21年 6月 当社執行役員
特種製紙㈱執行役員営業開発本部長

平成23年 6月 当社取締役特殊素材事業グループ副事業
グループ長兼営業開発本部長

平成24年 6月 同　取締役総合開発センター副センター
長兼研究開発本部長兼海外事業推進部長

平成26年 6月 同　取締役常務執行役員特殊素材事業グ
ループ長

平成28年 4月 同　代表取締役社長社長執行役員（現職）
[取締役候補者とした理由]
研究開発においては主要製品の開発に携わり、特殊素材事業においては営業本部、事業グループ、グ
ループ会社の長を務め、強いリーダーシップを発揮し牽引した実績と経験は当社グループのリーダー
として適任と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 4 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

２

おお
大

しま
島

かず
一

ひろ
宏

(昭和32年６月８日)

昭和55年 4月 大倉事業㈱入社

2,200株

平成11年 2月 東海パルプ㈱入社
平成19年 4月 当社秘書室長

東海パルプ㈱総務人事部長
平成22年 6月 当社取締役社長室長
平成25年 4月 同　取締役社長室長兼生活商品事業グル

ープ長
平成26年 6月 同　取締役専務執行役員社長室長
平成27年 6月 同　取締役専務執行役員産業素材事業グ

ループ長
平成29年 7月 同　取締役専務執行役員社長補佐社長室

長（現職）
[取締役候補者とした理由]
総務、人事、経営企画、秘書等の管理部門や複数の事業グループの長を務めた経験と幅広い知識を有
しており、当社グループの経営と代表取締役社長のサポートを担うに適任と判断し、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。

３

せき
関

ね
根

つね
常

お
夫

(昭和31年11月５日)

昭和54年 4月 ㈱三菱銀行入行

1,900株

平成 6年10月 同　マドリッド支店長
平成11年 5月 ㈱東京三菱銀行開発金融部次長（航空機Gr

担当）
平成16年 5月 同　欧州投資銀行部長
平成18年12月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行ストラクチャード

ファイナンス部長
平成21年 5月 当社経営戦略室長付顧問
平成21年 6月 同　執行役員財務･ＩＲ室長
平成22年 6月 同　取締役財務･ＩＲ室長
平成26年 6月 同　取締役常務執行役員財務･ＩＲ室長
平成29年 7月 同　取締役常務執行役員財務･ＩＲ室長（ＣＦ

Ｏ）（現職）
[取締役候補者とした理由]
金融機関における豊富な経験・知識と対外折衝力に加え、当社財務部門での経験・知識を生かした厳
格な判断と強力なリーダーシップは当社グループの財務基盤のさらなる強化を目指す上で適任と判
断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 5 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

４

やな
柳

がわ
川

かつ
勝

ひこ
彦

(昭和31年12月８日)

昭和55年 4月 三菱商事㈱入社

200株

平成24年 4月 同　理事関西支社副支社長兼繊維原料資
材部長

平成25年 4月 同　理事独国三菱商事会社社長
平成28年 5月 当社　海外事業推進センター長付
平成28年 6月 同　取締役常務執行役員海外事業本部長
平成29年 7月 同　取締役常務執行役員新規事業推進室長兼海

外事業本部長（現職）
[取締役候補者とした理由]
商社在籍時代に培った海外での経営や営業に関する豊富な経験とネットワークを有し、当社の重要課
題である海外を含む新市場と新製品の開発への貢献が期待できるものと判断し、引き続き取締役とし
て選任をお願いするものであります。

５

わた
渡

なべ
邊

かつ
克

ひろ
宏

(昭和35年10月６日)

昭和58年 4月 キヤノン㈱入社

600株

平成11年 4月 東海パルプ㈱入社
平成22年 6月 当社執行役員産業素材事業グループ島田

工場長兼原動部長
平成25年 7月 同　マネージングディレクター社長室経

営企画部長
平成26年 6月 同　取締役執行役員総合開発センター長
平成28年 4月 同　取締役執行役員産業素材カンパニーＣＥＯ
平成29年 7月 同　取締役執行役員生活商品カンパニー

ＣＯＯ（現職）
[取締役候補者とした理由]
工場や経営企画、技術開発部門の長を歴任し、幅広い知識と豊富なマネジメント経験を有しており、
当社グループの経営に十分な役割を果たすものと判断し、引き続き取締役として選任をお願いするも
のであります。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

６

もう
毛

り
利

とよ
豊

ひさ
寿

(昭和41年６月21日)

平成 3年 3月 特種製紙㈱入社

946株

平成18年 3月 同　理事特殊機能紙事業部長
平成19年 4月 同　執行役員生産本部三島工場長
平成22年 6月 当社執行役員総合開発センター研究開発

本部長兼基礎研究所長
平成26年 6月 同　取締役執行役員フィブリック事業本部長
平成29年 7月 同　取締役執行役員新規事業推進室長補

佐兼フィブリック事業本部長（現職）
[取締役候補者とした理由]
研究開発分野に携わった豊富な知識と経験をもとに新規事業の確立に努めており、当社の将来を担う
新たな事業分野への進出と拡大に大きく寄与するものと判断し、引き続き取締役として選任をお願い
するものであります。

７

おお
大

ぬま
沼

ひろ
裕

ゆき
之

(昭和40年２月23日)

昭和62年 3月 特種製紙㈱入社

373株

平成25年 7月 当社特殊素材事業グループ営業本部長
平成26年 6月 同　執行役員特殊素材事業グループ営業本部長
平成28年 4月 同　執行役員特殊素材カンパニーＣＥＯ
平成28年 6月 同　取締役執行役員特殊素材カンパニー

ＣＥＯ（現職）
[取締役候補者とした理由]
特殊素材事業において数々の主力製品の拡販に貢献した実績をはじめ、営業部門で培った豊富な経験
と知識は、当社の販売力向上のみならず特殊素材事業の強化と変革に大きく貢献できるものと判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

８

さ
佐

の
野

みち
倫

あき
明

(昭和41年１月31日)

平成元年 4月 大昭和製紙㈱入社

200株

平成16年12月 特種製紙㈱入社
平成22年 6月 当社執行役員特殊素材事業グループ三島工場長
平成26年 6月 同　執行役員社長室経営企画本部長
平成27年 6月 同　執行役員産業素材事業グループ副事

業グループ長兼島田工場長
平成28年 6月 同　取締役執行役員産業素材カンパニー

ＣＯＯ兼島田工場長兼経営企画管理室南
アルプス事業本部長

平成28年10月 同　取締役執行役員経営企画管理室南ア
ルプス事業本部長
新東海製紙㈱代表取締役社長（現職）

平成29年 7月 同　取締役執行役員産業素材カンパニー
ＣＥＯ兼社長室南アルプス事業本部長（現職）

[取締役候補者とした理由]
複数事業場における工場長を務め、生産技術と品質向上に大きく貢献した実績と豊富な知識及び経験
は貴重であり、主力グループ会社社長としても高いマネジメント力を発揮していることから、さらな
る貢献が期待できるものと判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

９

き
木

むら
村

 
　

みのる
実

(昭和21年６月18日)

【社　外】

【独　立】

昭和46年 4月 東京大学助手農学部採用

－株

昭和53年10月 アメリカ合衆国、ニューヨーク州立大学博
士研究員

昭和59年 4月 大蔵省印刷局入局
平成14年 7月 財務省印刷局製造部長
平成15年 4月 独立行政法人国立印刷局理事（開発部、セ

キュリティ製品事業部担当）
平成21年 4月 東京大学大学院農学生命科学研究科製紙

科学研究室特任教授
平成28年 6月 当社社外取締役（現職）

[社外取締役候補者とした理由]
官公庁や大学での紙に関する研究開発等で蓄積された豊富な知識と経験をもとに、当社の研究開発へ
の貴重な助言をいただいております。同氏は過去に会社経営に関与した経験はありませんが、社外取
締役として客観的な立場からの助言や指摘が十分可能であると判断し、引き続き選任をお願いするも
のであります。

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

10

かな
金

ざわ
澤

きょう
恭

こ
子

(昭和40年10月11日)

【新　任】

【社　外】

【独　立】

平成元年 4月 ㈱富士総合研究所入社

－株

平成12年 4月 弁護士登録
風間・畑法律事務所（現 畑法律事務所）入
所（現職）

平成29年 6月 アサヒホールディングス㈱社外取締役（監
査等委員）（現職）
[重要な兼職の状況]
弁護士
アサヒホールディングス㈱社外取締役（監
査等委員）

[社外取締役候補者とした理由]
同氏は過去に会社経営に関与した経験はありませんが、主に法律家としての経験・見識と上場会社の
社外役員を務めている経験は当社取締役会の重要な意思決定の妥当性や適正性を監視し、コンプライ
アンス経営の強化が期待できるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２　木村実氏及び金澤恭子氏は、社外取締役候補者であります。
３　木村実氏の社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
４　社外取締役との責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。

①当社は、木村実氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円
又は会社法第425条第１項が定める額のいずれか高い額としており、同氏の再任が承認された場合は、
当該契約を継続する予定であります。

②金澤恭子氏の選任が承認された場合は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、100万円又は会社法第425条第１項が定める額のいずれか高い額といたします。

５　社外取締役の独立役員の指定状況は以下のとおりであります。
①当社は、木村実氏を東京証券取引所及び当社の定める独立役員の要件を満たすものとして、同取引所

に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定でありま
す。

②金澤恭子氏は、東京証券取引所及び当社の定める独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認
された場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

－ 9 －

取締役選任議案
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第３号議案　補欠監査役２名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお願いするもの

であります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであり、監査役三谷充弘氏の補欠監査役として河合稔氏を、社外

監査役大倉喜彦氏及び上田廣美氏の補欠監査役として神洋明氏の選任をお願いするものであります。
候補者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 株 式 数

１

かわ
河

い
合

 
　

みのる
稔

(昭和33年３月10日)

昭和55年 4月 東海パルプ㈱入社

700株

平成19年 4月 同　財務部長
平成21年 6月 当社財務・ＩＲ室副室長
平成25年 7月 同　財務・ＩＲ室経理管理部長
平成27年 6月 同　監査室長兼内部統制室長
平成28年 4月 同　内部統制・監査室長（現職）

[補欠の監査役候補者とした理由]
経理財務、監査部門において責任者を務めるなど豊富な知識と経験を有していることから、監査役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断し、補欠の監査役候補者として選任をお願いするものであ
ります。

２

じん
神

 
　

ひろ
洋

あき
明

(昭和24年４月８日)

昭和54年 4月 弁護士（現職）

－株

平成15年10月 特種紙商事㈱（現㈱ＴＴトレーディング）
社外監査役

平成26年 4月 第一東京弁護士会会長
日本弁護士連合会副会長
[重要な兼職の状況]
弁護士
東亜道路工業㈱社外監査役

[補欠の社外監査役候補者とした理由]
弁護士として培ってきた経験や知識から企業経営の健全性を確保し、また当社のコンプライアンスの
強化及び業務執行における適法性の監視強化に十分な貢献ができるものと判断し、補欠の社外監査役
候補者として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方
法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としてその職務を
適切に遂行できるものと判断しております。

－ 10 －

補欠監査役選任議案
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（注）１　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２　神洋明氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３　神洋明氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、100万円又は会社法第425条第１項が定める額のいずれか高い額といたします。

４　神洋明氏が社外監査役を務める東亜道路工業㈱は、東日本大震災に係る舗装災害復旧工事の入札につ
いて、平成28年９月６日に公正取引委員会から独占禁止法に基づく排除命令及び課徴金納付命令を受
けました。また、同社は、東京都等が発注する舗装工事の入札について、平成30年３月28日に公正取
引委員会から独占禁止法に基づく排除命令及び課徴金納付命令を受けました。同氏は、公正取引委員
会の立ち入り調査を受けるまで、これらの違法行為の存在を認識しておりませんでしたが、日頃より
法令遵守についての意見表明を行い、当該事実の発生後は独占禁止法の違反行為の根絶及び再発防止
のため、法令遵守体制の強化に努めました。

以　上

－ 11 －

補欠監査役選任議案
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
(平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで)
１．企業集団の現況

⑴　当連結会計年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度における当社グループは、グループのさらなる成長と基盤強化を図るべく、今
年度より第四次中期経営計画「ＮＥＸＴ10 ～次なる成長 次なる挑戦～」の３ヵ年計画をスター
トさせました。本計画における主要テーマとして、「成長戦略施策」では、①高機能性シート分
野への挑戦、②新市場開拓・海外販売の強化、③環境関連分野の収益化、「基盤事業の強化・変
革施策」では、①日本製紙㈱との合弁シナジーの追及、②新製品の開発と製品構成見直し、③製
造工程の見直し・改善を掲げ、次なる成長に向けた諸施策を推進しております。
　特殊素材事業におきましては、引続き次世代の柱となる事業を立ち上げる為、商品開発の方向
性である「NaSFA（ナスファ）」のもと、新たなシートの開発に注力しております。
　セキュリティー分野では、新たな技術の開発に成功しました。また、ファンシーペーパー分野
では、海外向けの新商品を開発し、今後、海外に展開してまいります。機能紙の分野でも、顧客
ニーズからの開発に注力しながら、一方で提案型商品の開発も進めております。
　産業素材事業におきましては、主力事業である段ボール原紙及びクラフト紙分野の強化を図る
ため平成28年10月に実施した日本製紙㈱との事業提携から１年半が経過しました。本提携によ
るシナジー効果をさらに追求することでコスト競争力の強化を図ってまいります。
　生活商品事業におきまして、連結子会社の㈱トライフでは、新タオルマシンの生産体制を整え
るとともに品揃えや新商品開発に注力しております。
　この結果、当連結会計年度の業績としましては、売上高は79,086百万円（前期比1.8％増）、
営業利益は3,932百万円（前期比16.5％減）、経常利益は3,202百万円（前期比36.9％減）、親
会社株主に帰属する当期純利益は2,193百万円（前期比43.1％減）となりました。

－ 12 －

事業の状況
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　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

【産業素材事業】
　主力製品である段ボール原紙及びクラフト紙につきましては、日本東海インダストリアルペー
パーサプライ㈱向けの生産が順調に推移したことなどにより、販売数量が前期を上回りました。
　この結果、当セグメントの売上高は37,770百万円（前期比3.8％増）、営業利益は1,075百万円
（前期比10.2％減）となりました。
【特殊素材事業】
　特殊印刷用紙は、出版業界からの大口受注が減少し、また年度末需要の低迷から販売数量・金
額ともに前期を下回りました。一方、特殊機能紙は、情報用紙において需要低迷の影響を受けた
ものの、一部の工業用紙の堅調な需要に支えられ販売数量・金額ともに前期を上回りました。
　この結果、当セグメントの売上高は21,365百万円（前期比0.7％減）、営業利益は2,316百万円
（前期比9.6％減）となりました。
【生活商品事業】
　ペーパータオルの販売数量は前期並みでしたが、価格競争の激化等から平均売価は低下しまし
た。引き続き、新商品開発や収益改善に注力してまいります。トイレットペーパーにつきまして
は、販売数量・価格ともに安定的に推移しました。
　この結果、当セグメントの売上高は16,962百万円（前期比0.1％減）、営業利益は527百万円
（前期比40.9％減）となりました。

－ 13 －

事業の状況
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は5,682百万円で、
その主なものは次のとおりであります。
　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

特殊素材事業 三島工場 ガスエンジン建設工事
特殊素材事業 静岡ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱ 新倉庫建設工事

③　資金調達の状況
該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 14 －

事業の状況
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⑵　直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

区　　　分
第８期

(平成27年３月期)

第９期

(平成28年３月期)

第10期

(平成29年３月期)

第11期

(当連結会計年度)

(平成30年３月期)

売 上 高(百万円) 78,843 78,460 77,718 79,086

経 常 利 益(百万円) 2,761 3,926 5,075 3,202

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益(百万円) 204 2,498 3,852 2,193

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(　円　) 13.85 168.87 258.89 153.91

総 資 産(百万円) 126,861 126,945 131,799 129,119

純 資 産(百万円) 63,897 64,535 74,670 72,767

１ 株 当 た り 純 資 産(　円　) 4,291.12 4,328.48 4,591.27 4,783.17

　(注)　平成28年10月１日を効力発生日として普通株式10株を１株とする株式併合を行っております。第８期
（平成27年３月期）の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当た
り純資産を算定しております。

－ 15 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

事 業 名 会 社 名 資本金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

産 業 素 材 事 業

百万円 ％
新東海製紙㈱ 3,135 65 紙パルプの製造・販売

特種東海マテリアルズ㈱ 70 65 製紙原料の仕入・販売
製材品の仕入・販売

新東海ロジスティクス㈱ 32 65 貨物利用運送、エンジニアリング、構内
作業、倉庫業

特 殊 素 材 事 業

㈱ＴＴトレーディング 50 100 特殊紙の販売

静岡ロジスティクス㈱ 20 100 一般貨物自動車運送、倉庫業

特種メーテル㈱ 10 100 特殊紙の製造・販売

生 活 商 品 事 業
㈱トライフ 400 100 紙加工品の製造・販売

特種東海エコロジー㈱ 200 79.5 家庭紙の製造・販売

そ の 他
㈱特種東海フォレスト 100 100 土木、造園緑化、当社社有林管理、山

林事業、観光事業
㈱レックス 30 100 サーマルリサイクル燃料の製造・販売

　(注)　㈱テクノサポートは平成29年10月１日付で新東海ロジスティクス㈱に社名変更し、同年11月１日付で㈱
ＴＯＳロジスティクスと合併いたしました。

－ 16 －

重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
　当社グループは10年後に目指すべき姿（営業利益100億円、ＲＯＥ８%）を定め、その第１
ステップとして平成30年３月期からの３ヵ年を対象とする第四次中期経営計画「ＮＥＸＴ10　
～次なる成長　次なる挑戦～」を策定し、10年後の姿に向けた更なる成長の機会探索と基盤事
業の強化・変革に取り組んでおります。
　その中で今後の「成長戦略施策」としては、「高機能性シート分野への挑戦」、「新市場開
拓・海外販売の強化」及び「環境関連分野の収益化」を重点施策とし、「基盤事業の強化・変
革施策」としては、「日本製紙㈱との合弁シナジーの追求」、「新製品の開発と製品構成見直
し」及び「製造工程の見直し・改善」を重点施策として取り組んでまいります。
　なお、当社が経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標としては、営業利益と
ＲＯＥを主に用いる予定です。

－ 17 －
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⑸　主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
当社グループ（当社及び子会社、関連会社）は、当社、子会社10社及び関連会社５社で構成さ

れ、紙パルプの製造・販売に関する事業を主に行っており、さらに紙加工や土木・造園工事など
の事業を行っております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントと
の関連は次のとおりであります。
①　産業素材事業

当社が紙の販売及び売電をするほか、新東海製紙㈱が紙パルプの製造・販売を、特種東海マ
テリアルズ㈱が製紙原料の供給を、新東海ロジスティクス㈱が製紙設備の保全管理及び紙製品
の輸送・保管を、関連会社４社が紙の加工・販売を行っております。

②　特殊素材事業
当社が紙の製造・販売をするほか、㈱ＴＴトレーディングが紙の販売を、静岡ロジスティク

ス㈱が製品を保管する倉庫業及び製品輸送を、特種メーテル㈱が紙の製造・販売を行っており
ます。

③　生活商品事業
㈱トライフと関連会社１社が紙の製造・加工・販売を、特種東海エコロジー㈱が紙の製造・

販売を行っております。
④　その他

㈱特種東海フォレストが土木・造園工事を、㈱レックスがサーマルリサイクル燃料の製造・
販売を行っております。

－ 18 －

主要な事業内容
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⑹　主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

本店 静岡県島田市

本社 東京都中央区

産 業 素 材 事 業
営業所：本社（東京都中央区）
子会社：新東海製紙㈱（静岡県島田市）
　　　　特種東海マテリアルズ㈱（静岡県島田市）
　　　　新東海ロジスティクス㈱（静岡県島田市）

特 殊 素 材 事 業

営業所：本社　　（東京都中央区）
工　場：三島工場（静岡県駿東郡長泉町）
　　　　岐阜工場（岐阜県岐阜市）
子会社：㈱ＴＴトレーディング（東京都中央区）
　　　　静岡ロジスティクス㈱（静岡県駿東郡長泉町）
　　　　特種メーテル㈱　　　（静岡県沼津市）

生 活 商 品 事 業 子会社：㈱トライフ（静岡県島田市）
　　　　特種東海エコロジー㈱（静岡県富士市）

その他 子会社：㈱特種東海フォレスト（静岡県島田市）
　　　　㈱レックス（静岡県島田市）

　(注)　㈱テクノサポートは平成29年10月１日付で新東海ロジスティクス㈱に社名変更し、同年11月１日付で㈱
ＴＯＳロジスティクスと合併いたしました。

－ 19 －

主要な営業所及び工場
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⑺　使用人の状況（平成30年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事業の種類別セグメントの名称 使用人数 前連結会計年度末比増減

産 業 素 材 事 業 464 （77） 名 △35 名

特 殊 素 材 事 業 480 （57） 70

生 活 商 品 事 業 280 （68） 22

そ の 他 127 （74） △37

全 社 （ 共 通 ） 105 （10） 6

合 計 1,456 （286） 26

（注）１　使用人数は就業員数であり、臨時従業員数は（ ）内に外数で記載しております。
２　全社（共通）と記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。
②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

482名 12名増 39.1歳 16.7年

（注）１　使用人数は就業員数であります。
２　平均勤続年数は、特種製紙㈱又は東海パルプ㈱からの通算年数となっております。

－ 20 －

使用人の状況
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⑻　主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

㈱ 静 岡 銀 行 11,571百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 7,922

㈱ み ず ほ 銀 行 2,680

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 21 －

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 45,000,000株
②　発行済株式の総数 15,412,000株

　(注)　平成29年11月28日付で実施した自己株式の消却により、前期末と比べて917,751株減少しておりま
す。

③　株主数 11,955名
④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 商 事 ㈱ 780千株 5.62％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 672 4.84

中 央 建 物 ㈱ 550 3.96

新 生 紙 パ ル プ 商 事 ㈱ 503 3.62

大 王 製 紙 ㈱ 490 3.53

特 種 東 海 製 紙 取 引 先 持 株 会 411 2.96

㈱ 静 岡 銀 行 403 2.91

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 371 2.67

王 子 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 300 2.16

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 274 1.98

（注）１　当社は、自己株式を1,541,405株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２　持株比率は自己株式数を控除して計算しております。

－ 22 －

株式の状況
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⑵　新株予約権等の状況
当事業年度末日において、当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況
・新株予約権の数

579個
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式　57,900株（新株予約権１個につき100株）
（注）平成28年10月１日を効力発生日として実施した株式併合（普通株式10株を１株に併合）に伴い、

「新株予約権の目的となる株式の数」は調整されております。

－ 23 －

新株予約権等の状況
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・新株予約権の区分別保有状況

区　分
取締役

(うち社外取締役) 監査役

保有者数 個数 保有者数 個数
2008年度

第1回
新株予約権

0名
（0名)

0個
(0個) 1名 3個

2009年度
第1回

新株予約権

0名
（0名)

0個
(0個) 2名 11個

2010年度
新株予約権

2名
（0名)

20個
(0個) 2名 12個

2011年度
新株予約権

4名
（0名)

52個
(0個) 2名 15個

2012年度
新株予約権

4名
（0名)

58個
(0個) 2名 16個

2013年度
新株予約権

4名
（0名)

51個
(0個) 2名 12個

2014年度
新株予約権

6名
（0名)

76個
(0個) 2名 13個

2015年度
新株予約権

6名
（0名)

60個
(0個) 3名 12個

2016年度
新株予約権

11名
（2名)

83個
(6個) 3名 8個

2017年度
新株予約権

11名
（2名)

70個
(4個) 3名 7個

－ 24 －

新株予約権等の状況
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（注）１　新株予約権の行使価額は、１株当たり１円であります。
２　新株予約権の行使期間は、以下のとおりであります。

2008年度第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成20年７月29日から平成40年７月28日まで

2009年度第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成21年８月13日から平成41年８月12日まで

2010年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成22年８月11日から平成42年８月10日まで

2011年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成23年８月11日から平成43年８月10日まで

2012年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成24年８月11日から平成44年８月10日まで

2013年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成25年８月13日から平成45年８月12日まで

2014年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成26年８月13日から平成46年８月12日まで

2015年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成27年９月16日から平成47年９月15日まで

2016年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成28年８月12日から平成48年８月11日まで

2017年度新株予約権（株式報酬型ストックオプション）
平成29年８月14日から平成49年８月13日まで

－ 25 －

新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）
会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 松 田 裕 司 社長執行役員
取 締 役 大 島 一 宏 専務執行役員社長補佐社長室長
取 締 役 関 根 常 夫 常務執行役員財務・ＩＲ室長（ＣＦＯ）
取 締 役 柳 川 勝 彦 常務執行役員新規事業推進室長兼海外事業本部長
取 締 役 紅 林 昌 巳 執行役員生活商品カンパニーＣＥＯ
取 締 役 渡 邊 克 宏 執行役員生活商品カンパニーＣＯＯ

取 締 役 毛 利 豊 寿 執行役員新規事業推進室長補佐兼
フィブリック事業本部長

取 締 役 大 沼 裕 之 執行役員特殊素材カンパニーＣＥＯ

取 締 役 佐 野 倫 明 執行役員産業素材カンパニーＣＥＯ兼
社長室南アルプス事業本部長

取 締 役 木 村 　 実
取 締 役 大 竹 優 子 ザ・ペニンシュラホテルズ執行役員
常 任 監 査 役
（ 常 勤 監 査 役 ） 三 谷 充 弘 公益財団法人紙の博物館監事（非常勤）

監 査 役 大 倉 喜 彦

中央建物㈱代表取締役社長
㈱リーガルコーポレーション社外監査役
㈱ホテルオークラ取締役会長
㈱ニッピ社外監査役
㈱ホテルオークラ新潟社外取締役
西戸崎開発㈱社外取締役
公益財団法人大倉文化財団理事
学校法人関西大倉学園理事

監 査 役 上 田 廣 美 亜細亜大学法学部教授
（注）１　取締役木村実氏及び取締役大竹優子氏は、社外取締役であります。なお、当社は両氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。
２　監査役大倉喜彦氏及び監査役上田廣美氏は、社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ております。
３　常任監査役（常勤監査役）三谷充弘氏は、金融機関の調査・審査部門における長年の経験があり、ま

た、当社において財務部門の経験があることから、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。

－ 26 －

会社役員の状況
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４　当事業年度中における取締役の地位及び担当等の異動は次のとおりであります。
氏　　　名 異　動　前 異　動　後 異動年月日

大 島 一 宏
取締役専務執行役員社
長補佐経営企画管理室
長

取締役専務執行役員社
長補佐社長室長 平成29年７月１日

関 根 常 夫 取締役常務執行役員財
務・ＩＲ室長

取締役常務執行役員財
務・ＩＲ室長（ＣＦＯ） 平成29年７月１日

柳 川 勝 彦 取締役常務執行役員海
外事業本部長

取締役常務執行役員新
規事業推進室長兼海外
事業本部長

平成29年７月１日

渡 邊 克 宏 取締役執行役員産業素
材カンパニーＣＥＯ

取締役執行役員生活商
品カンパニーＣＯＯ 平成29年７月１日

毛 利 豊 寿 取締役執行役員フィブ
リック事業本部長

取締役執行役員新規事
業推進室長補佐兼フィ
ブリック事業本部長

平成29年７月１日

佐 野 倫 明
取締役執行役員経営企
画管理室南アルプス事
業本部長

取締役執行役員産業素
材カンパニーＣＥＯ兼
社長室南アルプス事業
本部長

平成29年７月１日

②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役並びに各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、100万円又は会社法第425条第１項が定める額のいずれか高い額としております。
③　取締役及び監査役の報酬等
　イ．当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11名
(2名)

232百万円
(15百万円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3名
(2名)

25百万円
(7百万円)

合 計
（ う   ち   社   外   役   員 ）

14名
(4名)

258百万円
(23百万円)

（注）１　報酬等のうち、新株予約権に関する報酬等は以下のとおりであります。
・取締役： 11名分 27百万円（うち社外取締役２名分１百万円）
・監査役： ３名分 ３百万円（うち社外監査役２名分０百万円）
・合計　： 14名分 30百万円

－ 27 －

会社役員の状況
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２　取締役及び監査役の報酬限度額は以下のとおりであります。
区 分 株 主 総 会 で 定 め ら れ た 報 酬 限 度 額

取 締 役 年額報酬等
新株予約権に関する報酬等

年額
年額

450百万円
75百万円

監 査 役 年額報酬等
新株予約権に関する報酬等

年額
年額

50百万円
10百万円

合 計 年額報酬等
新株予約権に関する報酬等

年額
年額

500百万円
85百万円

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ハ．社外役員が当社の子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役大竹優子氏は、ザ・ペニンシュラホテルズの執行役員を兼務しております。なお、
当社と当該法人等との間には、特別な関係はありません。
　監査役大倉喜彦氏は、中央建物㈱の代表取締役社長、㈱リーガルコーポレーションの社外
監査役、㈱ホテルオークラの取締役会長、㈱ニッピの社外監査役、㈱ホテルオークラ新潟の
社外取締役、西戸崎開発㈱の社外取締役、公益財団法人大倉文化財団の理事、学校法人関西
大倉学園の理事を兼務しております。なお、公益財団法人大倉文化財団は当社の寄付先です
が、３年間の平均額は1,000万円を下回っており僅少であります。また、当社とその他の当
該法人等との間には、特別な関係はありません。
　監査役上田廣美氏は、亜細亜大学の法学部教授を兼務しております。なお、当社と当該法
人等との間には、特別な関係はありません。

－ 28 －

会社役員の状況
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ロ．当事業年度における主な活動状況
活 動 状 況

取締役 木 村 　 実

当事業年度に開催された取締役会12回すべてに出席いたしました。主に
専門分野の研究家としての見地から意見を述べるなど、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
また、取締役会以外においても、適宜、代表取締役等に有益な意見具申
をされております。

取締役 大 竹 優 子

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席いたしまし
た。企業経営者及び海外企業での豊富なご経験・ご見識に基づき、取締
役会において、適宜、必要な発言を行っております。
また、取締役会以外においても、適宜、代表取締役等に有益な意見具申
をされております。

監査役 大 倉 喜 彦

当事業年度に開催された取締役会12回すべてに、監査役会12回のうち11
回に出席いたしました。企業経営者及び多数の社外役員としてのご経
験・ご見識に基づき、取締役会・監査役会において、適宜、必要な発言
を行っております。
また、取締役会・監査役会以外においても、適宜、代表取締役等に有益
な意見具申をされております。

監査役 上 田 廣 美

当事業年度に開催された取締役会12回、監査役会12回すべてに出席いた
しました。主に法律家としてのご経験・ご見識に基づき、取締役会・監
査役会において、コンプライアンスに関する意見等適宜、必要な発言を
行っております。
また、取締役会・監査役会以外においても、適宜、代表取締役等に有益
な意見具申をされております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議が
あったものとみなす書面決議が１回ありました。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　有限責任 あずさ監査法人
②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 52百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 60百万円

（注）1　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年
度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2　監査役会は、会計監査人の報酬等について会計監査計画の内容、監査の実施状況、報酬見積
の算定内容を確認し、総合的な判断に基づき同意しております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、以下の項目に該当する場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に
提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査役全
員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた
します。
（１）会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断される場合
（２）会社法・公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合
（３）その他、監査品質・品質管理・独立性・総合的能力との観点から監査を遂行するに不十

分であると判断される場合
⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は1,000万円又は会社法第425条第１項が定める額のいずれか高い額としてお
ります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

46,072
10,550
24,388
4,098

849
4,619

438
1,140
△12

83,046
63,051
16,296
31,766
12,870

970
1,147

347
347

19,647
18,653

330
705

△41

流 動 負 債 31,830
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 12,160
短 期 借 入 金 7,600
1年内返済予定の長期借入金 5,486
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 70
未 払 法 人 税 等 276
繰 延 税 金 負 債 6
賞 与 引 当 金 418
環 境 対 策 引 当 金 6
そ の 他 5,805

固 定 負 債 24,521
社 債 630
長 期 借 入 金 18,301
繰 延 税 金 負 債 1,835
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 58
環 境 対 策 引 当 金 73
事 業 構 造 改 善 引 当 金 1,419
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,410
資 産 除 去 債 務 740
そ の 他 52

負 債 合 計 56,351
純 資 産 の 部

株 主 資 本 61,388
資 本 金 11,485
資 本 剰 余 金 12,713
利 益 剰 余 金 41,738
自 己 株 式 △4,548

その他の包括利益累計額 4,956
その他有価証券評価差額金 5,267
退職給付に係る調整累計額 △310

新 株 予 約 権 138
非 支 配 株 主 持 分 6,282
純 資 産 合 計 72,767

資 産 合 計 129,119 負 債 及 び 純 資 産 合 計 129,119
（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(自　平成29年 4 月 1 日

至　平成30年 3 月31日)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 79,086
売 上 原 価 67,579

売 上 総 利 益 11,506
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,574

営 業 利 益 3,932
営 業 外 収 益

受 取 利 息 61
受 取 配 当 金 284
受 取 賃 貸 料 138
受 取 保 険 金 122
そ の 他 267 874

営 業 外 費 用
支 払 利 息 245
設 備 維 持 費 用 61
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,131
そ の 他 165 1,604
経 常 利 益 3,202

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 50
投 資 有 価 証 券 売 却 益 489
受 取 補 償 金 21
事 業 構 造 改 善 引 当 金 戻 入 額 70 632

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 11
固 定 資 産 除 却 損 129
減 損 損 失 216
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 8
異 常 操 業 損 失 74
そ の 他 10 451

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,382
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 915
法 人 税 等 調 整 額 132 1,048
当 期 純 利 益 2,334
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 141
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,193

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
山 林
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

22,357
2,080

556
7,930
2,517

155
2,114

93
151

5,350
424
997

△14
53,517
23,027
5,633

852
7,879

26
253

7,632
627
121
190
24
50

115
30,299
17,635
12,190

97
30

386
△41

流 動 負 債 10,639
買 掛 金 1,766
短 期 借 入 金 5,900
1年内返済予定の長期借入金 1,324
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 70
未 払 金 264
未 払 費 用 969
未 払 法 人 税 等 44
環 境 対 策 引 当 金 0
預 り 金 269
そ の 他 31

固 定 負 債 6,537
社 債 630
長 期 借 入 金 2,415
長 期 未 払 金 52
繰 延 税 金 負 債 1,411
退 職 給 付 引 当 金 346
環 境 対 策 引 当 金 64
事 業 構 造 改 善 引 当 金 1,314
資 産 除 去 債 務 301

負 債 合 計 17,176
純 資 産 の 部

株 主 資 本 53,341
資 本 金 11,485
資 本 剰 余 金 39,725

資 本 準 備 金 3,985
そ の 他 資 本 剰 余 金 35,740

利 益 剰 余 金 6,679
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,679

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 119
特 定 災 害 防 止 準 備 金 14
繰 越 利 益 剰 余 金 6,545

自 己 株 式 △4,548
評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,217

その他有価証券評価差額金 5,217
新 株 予 約 権 138
純 資 産 合 計 58,697

資 産 合 計 75,874 負 債 及 び 純 資 産 合 計 75,874
（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(自　平成29年 4 月 1 日

至　平成30年 3 月31日)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 23,745
売 上 原 価 17,631

売 上 総 利 益 6,114
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,128

営 業 利 益 1,986
営 業 外 収 益

受 取 利 息 46
受 取 配 当 金 518
受 取 賃 貸 料 219
業 務 受 託 請 負 収 入 256
そ の 他 177 1,218

営 業 外 費 用
支 払 利 息 60
賃 貸 費 用 41
設 備 維 持 費 用 64
そ の 他 75 241
経 常 利 益 2,963

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 40
投 資 有 価 証 券 売 却 益 489
事 業 構 造 改 善 引 当 金 戻 入 額 70 600

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 9
固 定 資 産 除 却 損 19
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3
関 係 会 社 株 式 評 価 損 905
そ の 他 6 946

税 引 前 当 期 純 利 益 2,617
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 534
法 人 税 等 調 整 額 173 707
当 期 純 利 益 1,909

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月17日
特種東海製紙株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 芦 川 　 弘 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、特種東海製紙株式会社の平成29年４月１日から
平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、特種東海製紙株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月17日
特種東海製紙株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 芦 川 　 弘 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、特種東海製紙株式会社の平成29年４月１
日から平成30年３月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第11期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部統制・監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月18日
特 種 東 海 製 紙 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常任監査役（常勤監査役） 三 谷 充 弘 ㊞
監　査　役（社外監査役） 大 倉 喜 彦 ㊞
監　査　役（社外監査役） 上 田 廣 美 ㊞

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

静岡県静岡市葵区黒金町１番地の９

静岡音楽館ＡＯＩ　７階講堂

至 市役所

松坂屋
葵タワー

ホテルアソシア

パルシェ 至 東京

北口(地下)

静岡駅
南口

ホテルセンチュリー
静岡科学館る･く･る

石田街道

東名高速道路静岡ＩＣ

ＳＢＳ通

南幹線

安倍川

至 名古屋

スバル

国道１号線

静岡駅北パーキング
有料 静岡中央郵便局

駐輪場

東海道新幹線

エキパ
有料
Ｐ

Ｎ

ＡＯＩ
Ｐ

静岡音楽館

＜交通＞
　　　　ＪＲ静岡駅北口より徒歩約３分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


